
※支出見込額は、翌年度への繰越事業の財源を加算した実質収支で掲載しています。

▼グラフ1　一般会計予算執行状況の前年度との比較

収　入

支　出

市 税
地 方 譲 与 税
交 付 金
地 方 交 付 税
地方特例交付金
分 担 金・負 担 金
使 用 料・手 数 料
国 庫 支 出 金
県 支 出 金
繰 入 金
繰 越 金
市 債
そ の 他
合 計

議 会 費
総 務 費
民 生 費
衛 生 費
農 林 水 産 業 費
商 工 費
土 木 費
消 防 費
教 育 費
災 害 復 旧 費
公 債 費
合 計

0.9
－4.8
18.2

－14.2
－8.9
－6.7
1.6

－8.3
－2.5
132.3
－32.3
7.2
43.5
－1.1

増減率↓（％）

－5.0
－22.3
2.7
5.4
8.6
10.0
7.3

－13.0
－10.5
－11.2
7.0
－2.4

25年度見込額
24年度決算額

増減率↓（％）

175億8123万円
174億2925万円
2億7537万円
2億8924万円
14億855万円
11億9164万円
29億7322万円
34億6521万円

7394万円
8118万円

6億4213万円
6億8808万円
5億8067万円
5億7170万円
47億4180万円
51億6939万円
19億4961万円
20億7万円

5億8681万円
2億5261万円
15億2575万円
22億5262万円
33億2850万円
31億350万円
13億9689万円
9億7316万円

370億6447万円
374億6765万円

3億1984万円
3億3660万円
39億7315万円
51億1262万円
145億2961万円
141億4942万円
33億7430万円
32億89万円
3億1315万円
2億8830万円
3億5206万円
3億2003万円
36億4208万円
33億9586万円
15億2312万円
17億5024万円
38億3140万円
42億7929万円
6億8516万円
7億7153万円
30億3248万円
28億3349万円
355億7635万円
364億3827万円

3億1984万円
3億3660万円
39億7315万円
51億1262万円
145億2961万円
141億4942万円
33億7430万円
32億89万円
3億1315万円
2億8830万円
3億5206万円
3億2003万円
36億4208万円
33億9586万円
15億2312万円
17億5024万円
38億3140万円
42億7929万円
6億8516万円
7億7153万円
30億3248万円
28億3349万円
355億7635万円
364億3827万円

収入

支出

繰越金4.1％

地方譲与税 0.7％
交付金 3.8％

地方交付税 8.0％

地方特例交付金
0.2％

分担金・負担金
1.7％

使用料・手数料
1.6％

国庫支出金
12.8％

県支出金 5.3％

繰入金 1.6％

市債 9.0％
その他 3.8％

市税 47.4％

衛生費 9.5％
農林水産業費 0.9％

商工費 1.0％

土木費
10.2％

消防費 4.3％

教育費
10.8％

災害復旧費 1.9％
公債費 8.5％ 議会費 0.9％

民生費 40.8％

総務費
11.2％

▼グラフ2　平成25（2013）年度の一般会計収入・支出割合

▼表1　市民の負担状況　
市民一人あたり 一世帯あたり

費　　　用 26万6374円 63万49円
市税負担額 13万1637円 31万1360円

▼表2　市債（一般会計）・債務負担行為の市民一人あたりの比較
市債現在高 債務負担行為未払残高

25年度　我孫子市 22万5154円 2万7288円
24年度の県内37市平均 32万4110円 6万6745円
※26年4月1日現在の人口で比較。
※県内37市平均の市債現在高は普通会計で表示。

▼表3　市債（一般会計）・債務負担行為の推移
年　度 市債現在高 債務負担行為未払残高
23年度 287億5829万円 44億2733万円
24年度 294億1218万円 41億2103万円
25年度 300億7106万円 36億4448万円

▼表4　基金の25年度末残高
＜一般会計において資金の管理を行うもの＞
財政調整基金 35億6900万円
減債基金 2億4100万円
庁舎整備基金 1億7100万円
ふるさと手賀沼ふれあい計画推進基金 1億270万円
国際・平和交流推進基金 4930万円
社会福祉事業基金 3億4760万円
緑の基金 1億2250万円
スポーツ振興基金 4010万円
清掃工場建設基金 10億300万円
成田線輸送力強化等整備基金 1億50万円
文化施設整備基金 5億5140万円
めるへん文庫基金 78万円
文化財保存基金 1780万円
災害対策基金 2億3700万円
東日本大震災復興交付金基金 1億6350万円
教育振興基金 131万円
合　計 67億1849万円

＜水道施設建設に係る資本的収支（税込み）＞	
資本的収入 1162万円
資本的支出 11億1301万円
差し引き（補てん額） －11億139万円

＜各特別会計において資金の管理を行うもの＞
国民健康保険事業財政調整基金 100万円
介護保険財政調整基金 4億7304万円
※財政調整基金…年度間の財源の不均衡を調整するための積立金
※減債基金…市債（地方債）の返済のための積立金

▼表5　特別会計予算執行状況
会　計 収入見込額 支出見込額

国民健康保険事業 145億9868万円 136億704万円
公共下水道事業 48億6000万円 46億5468万円
介護保険 76億4699万円 73億5197万円
後期高齢者医療 13億6626万円 13億2491万円
合　計 284億7193万円 269億3860万円
※公共下水道事業特別会計における支出見込額は、翌年度への繰越事業の財源を加算し
　た実質収支で掲載しています。

▼表6　水道事業会計の状況	
＜事業経営に係る事業収支（税抜き）＞	
水道事業収益 23億2289万円
水道事業費用 22億6580万円
差し引き 5709万円
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６
６
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あ
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用
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す
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の
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用
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務
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融
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。
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０
０
億
７
１
０

６
万
円
で
す
。

　

債
務
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億
４
４
４
８
万
円
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（
表
2
・
3
）。

基
金

　

基
金
は
、
特
定
の
目
的
の
た

め
に
資
金
を
積
み
立
て
た
り
、

運
用
す
る
た
め
に
設
け
ら
れ
て

い
ま
す（
表
4
）。

特
別
会
計

　

特
別
会
計
は
、
特
定
の
事
業

を
行
う
た
め
一
般
会
計
と
区
別

し
て
経
理
す
る
必
要
が
あ
る
場

合
に
設
け
る
会
計
で
す（
表
5
）。

水
道
事
業
会
計

　

水
道
事
業
は
、
公
営
企
業
と

し
て
独
立
採
算
で
運
営
さ
れ
て

い
ま
す
。
25
年
度
の
事
業
収
支

は
、
５
７
０
９
万
円
の
利
益
剰

余
金
が
生
じ
ま
し
た
。

　

資
本
的
支
出
の
主
な
内
容
は
、

我
孫
子
地
区
の
配
水
管
布
設
工

事
、
つ
く
し
野
地
区
な
ど
の
老

朽
管
布
設
替
工
事
、
浄
水
場
関

連
工
事
、
企
業
債
の
返
済
な
ど

で
す
。
な
お
、
資
本
的
収
支
の

不
足
額
は
、
減
価
償
却
費
な
ど

を
積
み
立
て
た
内
部
留
保
資
金

な
ど
で
補
て
ん
し
ま
し
た
。
水

道
企
業
債
の
年
度
末
残
高
は
、

７
億
５
９
０
８
万
円
で
す（
表

6
）。

※
な
お
、
25
年
度
決
算
に
つ
い

て
は
決
算
状
況
が
ま
と
ま
り
次

第
、
広
報
あ
び
こ
で
お
知
ら
せ

し
ま
す
。
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政
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・
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２
３
６
、
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課
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７
１
８
４

−

０
１
１
４

一
般
会
計

　

25
年
度
の
一
般
会
計
予
算
の
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７
５
４
万
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で
し
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、
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収
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３
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０
億
６
４
４
７
万
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、
支
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は
３
５
５
億
７
６
３
５
万
円

に
な
り
ま
し
た
。

　

収
入
か
ら
支
出
を
差
し
引
い

　

市
の
財
政
が
ど
の
よ
う
な
状
況
に
あ
り
、
皆
さ
ん
が
納
め
た

税
金
や
国
・
県
か
ら
の
支
出
金
な
ど
が
、
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ

て
い
る
か
を
知
っ
て
い
た
だ
く
た
め
、
平
成
25（
２
０
１
３
）年

度
予
算
の
執
行
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
な
お
、
今
回
お
知

ら
せ
す
る
額
は
決
算
額
と
は
異
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

予
算
の
執
行
状
況

平
成
25（
２
０
１
３
）年
度 

下
半
期
　

　

平
日
の
相
談
が
困
難
な
方
の
た
め
に
、
市
税
休
日
納
税
相
談

窓
口
を
開
設
し
ま
す
。
期
限
内
の
納
付
が
困
難
な
場
合
は
、
必

ず
ご
相
談
く
だ
さ
い
。
当
日
は
納
税
も
受
け
付
け
ま
す
。

日
時　

7
月
26
日
㈯
・
27
日
㈰　

午
前
9
時
～
午
後
4
時

場
所　

収
税
課
（
市
役
所
本
庁
舎
1
階
）

　

収
税
課
・
内
線
３
８
７
、４
７
１
（
当
日
は
☎
７
１
８
５

−

１
３
４
９
）

湖北行政サービスセンターを
移転します
　湖北行政サービスセンターは老朽化のため、現在の施
設でのサービスを8月29日㈮で終了し、9月1日㈪から旧
JA東葛ふたば湖北支店（古戸171の2）〈下図参照〉で業
務を行います。	 　市民課・内線316

至 我孫子 至 布佐国道356号

湖北小

湖北地区公民館

移転先
新・湖北行政サービスセンター

現・湖北行政
サービスセンター

市
税（
市
県
民
税・固
定
資
産
税・軽
自
動
車
税・

法
人
市
民
税
）の
休
日
納
税
相
談

9月1日㈪から

http://www.city.abiko.chiba.jp/
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